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八尾市健康福祉部障がい福祉課



1. 選考の趣旨
　「第７期八尾市障がい福祉計画及び第３期八尾市障がい児福祉計画」（以下、「第７期計画等」という。）及び「第７期八尾市障がい福祉計画及び第３期八尾市障がい児福祉計画期間における障がい者福祉施設等整備方針」（以下「整備方針」という。）に基づき、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成17年10月５日厚生労働省発社援第1005003号）及び次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平成20年６月12日厚生労働省発雇児第0612001 号）（以下「国庫補助金等交付要綱」という。）の国庫補助協議対象となる障がい者福祉施設整備事業候補者（以下「事業候補者」という。）を選考します。

令和７年度に選考する事業候補者は、令和８年度に八尾市（以下「市」という。）の補助を受けて、障がい者福祉施設を整備し、令和９年４月１日までに運営を開始する施設を整備する事業候補者となります。

2. 対象施設
第７期計画等に掲げる地域生活支援拠点等の整備及び重症心身障がい児を支援する障がい児通所支援に関する以下の事業種別に資する施設を対象とします。

※ただし、児童発達支援及び放課後等デイサービスについては、医療的ケアを行う事業に資する施設とします。
3. 事業候補者の資格
（1） 事業候補者の主体は法人であること（複数の事業候補者が共同での申込み不可）。

（2） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）
（以下「障害者総合支援法」という。）第36条第３項及び児童福祉法（昭和22年法律第164
号）第21条の５の15第３項に定める欠格事項に該当しないこと。
（3） 八尾市暴力団排除条例（平成25年八尾市条例第20号）第２条第１号に規定する暴力団及びそれらの利益となる活動を行う法人並びに同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者が団体の代表者及び役員となる法人でないこと。

（4） 法人及びその代表者が国税及び地方税を滞納していないこと。
（5） 法人が市民税特別徴収義務者として特別徴収を実施していること。又は当該事項が発生した場合は、特別徴収を実施すること。
4. 事業候補者の要件
（1） 基本要件

法人（運営法人）自らが開設し、指定を受け、運営するものであること。

（2） 整備要件

1 申請の段階では、整備予定地について購入等により、あらかじめ確保しておく必要はないが、用地確保が確実に見込めること。

2 整備用地を借地又は地上権の設定により確保する場合は、借地権又は地上権を設定すること。

3 整備用地は、確実に施設整備が可能であること。

4 申請する法人自らが土地・建物を所有することが望ましいが、土地・建物のいずれか、又は両方を他者から賃借等して設置運営する場合にあっては、当該物件を長期・安定的に使用できなければならないこと。

5 整備用地及び施設が土砂災害警戒区域等のおける土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57条）に基づいて指定された土砂災害警戒区域（通称：イエローゾーン）・特別警戒区域（通称：レッドゾーン）内にないこと。
6 周辺地域の住民に対して十分な理解や協力が得られるよう努めること。

7 施設の建設計画は、関係法令を遵守すること。

8 整備期間内において施設整備が完了し、円滑に開設が見込まれる計画であること。

9 建設時の資金及び施設開所後の運転資金等について、あらかじめ長期・短期の資金計画を立てておくこと。

5. 運営の条件
（1） 事業の実施に熱意と見識を有し、上記対象施設を運営するために必要な経営基盤と社会的信用を有していること。

（2） 利用者の安全面、交通の利便性など、具体的な利用者支援の方法や生活する上での利便性の向上に努めること。

（3） 地域に開かれた施設となるよう、地域住民との交流等に努めること。

（4） 地域福祉の推進に寄与する運営に努めること。

（5） 周辺の医療機関や福祉施設等との連携により、医療依存度の高い利用者への対応を図ること。

（6） 利用者の様々なニーズにきめ細かく応えるとともに、虐待防止に向けた取り組みを行うなど、利用者の権利擁護に資する運営を行うこと。

（7） 個人情報の保護、秘密の保持に十分配慮すること。

（8） 利用者の事故防止対策、損害賠償への対応策を講じておくこと。

（9） 防犯・防災面での対応策や食中毒・感染症への予防策を講じておくこと。

（１０） サービスに応じた利用料金体系とすること。

6. 申請手続き
（１）事業候補者が本事業に申請する際は、（５）の協議書に関する提出書類及び（６）の審査調
書に関する提出書類を障がい福祉課にご提出ください。
※申請にあたっては、（９）に掲げる市との事前相談の手続きを必須とします。事前相談後、
申請を希望する法人に対し、協議書及び審査調書に関する様式を、個別にお渡しします。
（２）提出期間

令和７年８月22日（金）午後５時まで（ただし、土曜日・日曜日・祝日は除く。）

（３）提出先

八尾市本町一丁目１番１号　八尾市健康福祉部障がい福祉課（八尾市役所　本館１階）
（電話）０７２－９２４－３８３８
（４）提出方法

提出にあたっては、必ず、事前に障がい福祉課に電話連絡し、日時を予約の上、必要書類を持参してください。（郵送不可）

（５）協議書に関する提出書類一覧
①障がい者施設及び障がい児施設の整備に関する共通提出書類
	番号
	提   出   書   類
           　　　　　　　 （◎＝必ず作成するもの  ○＝該当する場合のみ作成するもの）↴　

	1
	 協議申出書
	◎

	2
	事業費分類表【別紙①】
	◎

	3
	建設事業費がわかる建設工事費と設計・監理業務委託料の概算見積書【別紙②】
（※設計事務所等からの見積書の写しで代替可。）
	◎

	4
	（※新たに施設を創設する場合（既存建物を改修し、新規に事業を開始する場合を含む。）、既存施設を移転して改築等する場合）
・当該障がい福祉サービスに係る具体的な需要の把握に関する調査の状況、結果等に関
する資料【任意様式】
	○

	
	整備事業計画に関して、その他参考となる資料【任意様式】
	○

	
	法人設立経緯、施設の運営、処遇方針などについての書面【任意様式】
	◎

	5
	社会福祉法人等調書【参考様式１】
	◎

	
	（※借入金がある場合）
　 ・借入金償還計画等一覧表【参考様式２（別表）】
	○

	
	役員及び評議員履歴書（創設法人にあっては役員就任承諾書も必要）
	◎

	
	直近年度の運営状況資料
〔既設法人の場合〕
直近年度分の事業計画書、事業報告書、法人残高証明書、資金収支予算書（本部、施設会計）、決算書（資金収支計算書（本部、施設会計）、事業活動計算書、貸借対照表、財産目録）
〔創設（新設）法人の場合〕
法人設立発起人会（準備会）の残高証明書
	◎

	
	施設整備の議事に係る全ての理事会（創設法人にあっては法人設立発起人会）議事録の写し
	◎

	
	法人定款（創設法人にあっては定款案）
	◎

	6
	（※独立行政法人福祉医療機構から事業資金を借入する場合）
独立行政法人福祉医療機構に対する償還計画等調と一覧表【参考様式２及び（別表）】
・参考様式２（別表）については、既借入分と新規借入分は別葉とする。
（※福祉医療機構への借入申込関係書類「借入金償還計画表」の写しでも代替可。）
	○

	
	（※福祉医療機構借入金償還に関して、贈与がある場合）
① 借入金償還財源の償還金贈与契約書の写し
② 贈与者の印鑑登録証明書、所得証明書もしくは納税証明書等
③ 贈与者の資産及び負債状況調【様式自由】（預金残高証明書を添付）
	○

	7
	資金収支及び財源関係一覧【別紙⑥】及び、収支予定書【別紙⑦】
	◎

	
	（※ 贈与(寄付)がある場合（借入金に対する償還贈与ではありません。））
①　贈与契約書の写し
②　贈与者の印鑑登録証明書、身分証明書
③　贈与者の贈与能力を証明する預金残高証明書等
	○

	8
	法人審査結果報告書【共通別紙４】
	◎

	9
	設計図（配置図、平面図、立面図）　  ※適宜縮小コピー
	◎

	
	各室面積表【別紙⑧】
	◎

	
	工程表
	◎

	10
	施設整備用地の取得・貸与に関する書類等
〔新規取得の場合〕　贈与契約書又は売買契約書、所有権移転確約書、不動産登記簿謄本等
〔貸与を受ける場合〕地方公共団体の無償貸与契約書、土地賃貸借契約書、地上権設定契約書、
不動産登記簿謄本等
	◎

	
	土地登記全部事項証明書
	◎

	
	用地の配置状況等のわかる位置図、住宅地図、地積測量図等
	◎

	
	現在の用地の状況が分かる写真（※新規(もしくは建替)で事業所を整備する場合）
	○

	
	用地の状況がわかるその他書類【任意様式】（※新規(もしくは建替)で事業所を整備する場合）
	○

	11
	（※新規に（もしくは建替により）事業所を整備する場合）
地元住民（自治会等）に対する建設計画等の説明状況書（経過説明書）【任意様式】
	○

	
	土地改良区等に対する放流同意が必要な場合にあっては経過説明書【任意様式】
	○

	12
	(※既存の建物を改修して施設を整備する等の場合)
	建物登記全部事項証明書
	○

	
	
	自己所有建物
(新規取得)の場合
	贈与契約書または建物売買契約書もしくはその確約書の写し
	○

	
	
	賃貸建物の場合
	賃貸借契約書もしくはその確約書の写し
（賃貸借期間延長の意向調書【様式自由】）
	○

	
	
	
	改修工事にかかる貸主の承諾書の写し
（建物所有者の消防設備整備に関する同意書【様式自由】）
	○

	
	建築確認申請に係る建物の検査済証
	○

	
	(※検査済証を紛失した場合)
	 ①記載事項証明書（建築物に係る台帳に記載される確認済・検査済証に係る
もの）
	○

	
	
	 ②建築計画概要書の写し（記載事項証明書と併せて発行されるもの）
	○

	
	
	 ③一級建築士の意見により安全性を証明する申立書（①や②で確認不可の場合）
	○

	
	建物の写真（外観および改修する箇所）
	○

	
	各種法規制（建築基準法等）上の問題等の有無についての説明書【様式自由】
	○

	13
	(※既存施設の建替や大規模修繕等に伴い、解体・撤去もしくは仮設施設整備を行う場合)
	解体撤去工事・仮設施設整備工事費協議書【様式第１２号】
	○

	
	
	財産処分による充当額が発生する場合、その算出内訳【様式自由】
(詳細は要問合）
	○

	
	
	仮設施設整備に関する概要資料【様式自由】
	○

	
	
	仮設施設と現施設との位置関係が分かる地図、各階平面図、各室面積表
	○

	
	
	仮設施設の賃貸借契約書もしくはその確約書の写し
	○

	14
	その他、施設整備の説明に必要な書類
	○


②障がい者施設の整備のみに関する提出書類

	番号
	提   出   書   類
           　　　　　　　 （◎＝必ず作成するもの  ○＝該当する場合のみ作成するもの）↴　

	1
	障がい者施設整備協議提出書類一覧表
	◎

	2
	整備計画協議書【様式第４、６、７、８号のいずれか】（別紙を含む）
（※合築等の場合は、総事業費の全体額、按分後の額がわかる表を添付。）
	◎

	3
	就労訓練事業等整備計画表【別紙③】
	○

	
	上記計画表に対応する見積書の写し（２者以上）、パンフレット
	○

	
	（※就労移行支援事業、又は、就労継続支援事業を行う場合）
生産科目・工賃予定額一覧表【別紙④】、生産事業計画書【別紙⑤】、
生産品に係る受注（提携）業者からの確約書　
	○

	4
	社会福祉施設整備事業計画書【共通別紙３】
	◎

	5
	施設の配置図及び施設の経歴【共通別紙１】
	◎

	
	（※既存建築物の改築、改修等を行う場合（創設の場合は不要））
工事実施前の施設の平面図【参考様式３】
	○

	
	整備工事実施後の施設の平面図【参考様式４】
	◎

	6
	(※老朽民間社会福祉施設整備、改築の場合) 
	木造社会福祉施設老朽度調査票【共通別紙２－１】
	○

	
	
	非木造社会福祉施設老朽度調査票【共通別紙２－２】
	○


③障がい児施設の整備のみに関する提出書類

	番号
	提   出   書   類
           　　　　　　　 （◎＝必ず作成するもの  ○＝該当する場合のみ作成するもの）↴　

	1
	障がい児施設整備協議提出書類一覧表
	◎

	2
	次世代育成支援対策施設整備協議書【様式第３号、第３－２号】
（※合築等の場合は、総事業費の全体額、按分後の額がわかる表を添付。）
	◎

	3
	次世代育成支援対策施設整備計画書及び防犯対策整備強化計画書【様式第１号】
	◎

	4
	施設の配置図及び施設の経歴【様式第３号　別紙１】
	◎

	
	（※既存建築物の改築、改修等を行う場合（創設の場合は不要））
工事実施前の施設の平面図【様式第３号　別紙２】
	○

	
	工事実施前の施設の平面図【様式第３号　別紙２】　
	◎

	5
	(※改築の場合) 
	木造社会福祉施設老朽度調査票【様式第２号　別紙１】
	○

	
	
	非木造社会福祉施設老朽度調査票【様式第２号　別紙２】
	○


（６）審査調書に関する提出書類一覧
	番号
	提   出   書   類
	提出にあたっての注意事項

	1
	審査調書提出届　　　　　　
	様式１
	　

	2
	提出書類一覧表　　　　　　
	
	　

	3
	審査調書　
	　
	　

	
	　
	障がい福祉計画との関係　
	様式２－１～２
	　

	
	
	適正な法人運営　　
	様式２－３
	　

	
	
	事業概要と事業計画
	様式２－４～８
	　

	
	
	資金計画　　　　　　　
	様式２－９
	　

	
	
	償還計画表　　　　　　　　
	様式２－10
	　

	4
	指導監査報告書
	
	直近の改善結果報告書

	5
	特別監査報告書
	
	審査会開催日より過去３年以内

	6
	整備工事実施後の図面                  （位置図、配置図、平面図、立面図）
	　
	Ａ４サイズ（大規模修繕を除く）

	
	
	
	

	7
	大規模修繕の箇所の概要                             （平面図、立面図、写真、工事概要）
	　
	・写真に番号を付け、同番号を平面図、立面図に記入

・同写真番号カ所の工事概要を Ａ４用紙（様式自由）に記載

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	8
	財産目録、貸借対照表、収支計算書
（資金収支計算書、事業活動計算書）
	
	　

	
	
	
	

	　
9
	用地関係資料
	　
	　

	
	　
	（１）自己所有（取得）の場合
	　
	　

	
	
	　
	贈与契約（確約）書又は売買契約
（確約）書
	　
	　

	
	
	
	所有権移転確約書
	　
	　

	
	
	
	不動産登記簿謄本
	　
	　

	
	
	（２）貸与を受ける場合
	　
	○仮契約の場合は以下の書類

	
	
	　
	地方公共団体との契約書
	　
	仮契約書又は証明する書類

	
	
	
	民間との契約書
	　
	民間の場合は仮契約書

	
	
	
	民間の場合は地上権設定契約書
	　
	民間の場合は地上権設定仮契約書

	
	
	
	不動産登記簿謄本
	　
	　

	10
	法人の定款
	　
	　

	11
	職員（パート含む）の人数がわかる書類
	様式自由
	決算書に対応する年度分


（7） 提出書類の体裁

1 各提出書類を、協議書一覧及び審査調書一覧の順に整理し、ページ番号をつけること。

2 書類ごとにインデックス付きの仕切り（白紙）を入れること。

3 各提出書類を、ファイルやバインダーに綴り、表紙と背表紙に「八尾市障がい者福祉施設整備費等補助事業協議書（令和７年度選考分）」、「八尾市障がい者福祉施設整備費等補助事業審査調書（令和７年度選考分）」及び事業者名（法人名）を記載すること。







（8） 提出書類の部数
① 提出書類の部数は、（５）の協議書に関する提出書類については１部を提出することとし、（６）の審査調書に関する提出書類については１０部作成し、１部を正本、９部を副本（写　

し）として提出すること。


※正本がカラー印刷の場合は、副本も同様とします。

※副本については、法人名や代表者名など法人名が特定できる箇所は消しておくこと。
② 所定様式が定められているもの以外は、原則としてＡ４判で提出すること。ただし、図面
はＡ３判とし、Ａ４サイズに折り込むこと。

③ 所定様式が定められているものについては、詳細な資料等を別紙添付する場合にあっても、
所定様式内の各項目に要旨等、法人が必要と考える事項を必ず記入すること。

（9） 事前相談

1 申請手続きを行う事業候補者は、令和７年７月31日（木）午後５時までに、障がい福祉課で事前相談を行ってください。

2 事前相談にあたっては、国庫補助金交付要綱等をご確認いただき、相談受付表（ホームページに記載の様式）を障がい福祉課（メールアドレス：syougai@city.yao.osaka.jp）にメール送付し、電話予約の上、来庁相談・協議を行ってください。必要となる書類の提出も完了した時点で事前相談の完了となります。

3 事前相談には、法人代表者、施設長予定者又は法人の職員であって、計画内容を熟知している方がお越しください。

4 事前相談では、提出資料に関する説明のほか、法人の社会福祉事業の実施状況、整備事業に関する考え方、運営方針、利用者の見込み、補助金が交付されなかった場合の対応等についてお伺いします。

7． 申請手続きに係る留意事項
（1） 申請に伴う費用負担等

1 本事業に申請するために必要な一切の費用は、申請者の負担とします。

2 選考後の事業計画の中止や、選考されなかったことによる一切の損害等について、市が責任を負うものではありません。

（2） 追加資料等の提出

提出した書類の内容について、申請者に追加資料の提出を求める場合があります。なお、追加資料等を期限までに提出されなかった場合は、申請を辞退したものとして取扱います。

（3） 著作権の帰属等

提出された書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、市が必要と判断した場合には、書類の内容を無償で使用できるものとします。なお、市が受理した書類は、理由の如何に関わらず返却しません。

（4） 書類の提出

書類の提出にあたっては、提出期限までにすべての書類を揃えて提出してください。市が受理した申請書類については、軽微な修正を除き、提出期限後の差し替え及び再提出は認めませんので、十分に精査の上、提出してください。

（5） 申請辞退について

申請受付後あるいは、選考後に辞退をする場合は、速やかに辞退届出書（様式任意）を提出してください。

（6） 損害賠償等請求権

施設整備を行う事業用地（建物）権利者又は地域住民等との確約書等に基づき生じた損害賠償請求権等については、申請者の責任に帰属し、市はその責任を負いません。また、求償権等の行使についても同様です。

（7） 事務体制の確保

事業候補者の選考にあたっては、市が必要と認める追加資料の提出を求める場合があるとともに、ヒアリングを実施することがありますので、申請書類提出後にあっても、選考結果が通知されるまで、申請に係る責任者の配置等、法人の事務体制を確保しておいてください。

8． 事業候補者の選考
（1） 選考方法

有識者等で構成する八尾市社会福祉施設整備等事業者審査委員会（以下「審査委員会」という。）による審査

（2） 選考の進め方

1  選考については、次項に示す審査基準に基づき、書類審査及び面接審査（プレゼンテーション）を行い、総合的な評価により事業候補者の優先順位を決定します。
2  プレゼンテーションの日時、会場等は事業候補者に対し、別途通知します。

3 各事業候補者のプレゼンテーションにおける内容説明の時間は７分以内とし、その後、質疑応答を行う予定としております。
4  プレゼンテーションの内容は、提出のあった審査調書に基づくものとし、内容訂正は認めません。また、プレゼンテーション時の資料配布等は一切認めず、事前に提出した審査調書等のみを用いて説明してください。

5  プレゼンテーションへの参加は、各事業候補者３名以内とします。また、事業候補者が判別できる着衣、記章等は禁止とします。

6  プレゼンテーションを欠席した場合は、選考を辞退したものとして取り扱います。

7 プレゼンテーション（もしくは書類審査）において、各委員の審査得点の合計点が満点の６０％（基準点）に満たない、又は、委員の過半数が同一の審査項目で０点と評価した場合については、選考の対象とはなりません。
8  優先順位については、法人から提出のあった書類及びプレゼンテーションの内容により、第７期計画等との整合性や必要性、緊急性、確実性等の観点から、総合的に決定します。

9  申請者が１者であった場合も、審査基準に基づき審査を行います。

10  事業候補者として選考するにあたり相応しくない事情が判明した場合や、事業候補者がやむを得ない事情から事業の実施を中止した場合などには、基準点を満たしている次点以降の順位者の優先順位を繰り上げるものとします（ただし、優先順位決定日から１ヶ月までの措置とします）。
（3） 審査基準一覧

	審査項目
	審査基準

	
	

	Ⅰ　事業主体の適格性

	1
	財政状況
	・法人としての財政基盤の安定性に問題はないか。

・長期間の安定的な施設運営が可能か。

	2　　
	資金計画
	・資金計画は妥当か。

	Ⅱ　障がい福祉計画との関連性

	3
	整備方針や第７期計画等との関連性
	・整備方針や第７期計画等に掲げる重点施策に関する事業か。

	4
	当該サービスの必要性
	・第７期計画等に定めるサービス見込量に対し、現行のサービス提供体制が不足しているか。

	5
	利用見込
	・支給決定者数及びサービス利用待機者数、近隣の事業所の状況等から見て、整備しようとする定員の利用者が見込まれるか。

	Ⅲ　事業計画

	6
	施設整備の必要性
	・市内のサービス基盤整備の不足を補う整備であるか。

・独自のニーズ調査等を行い、整備の必要性が明らかにされているか。

	7
	利用者支援
	・利用者の安全面、交通の利便性など具体的な利用者支援の方法や生活する上での利便性が十分考慮された計画であるか。

	8
	地域に開かれた施設としての取り組み
	・入居者の家族をはじめ、地域住民、地域団体等との交流・連携等について十分検討されており、創意工夫・具体的方策があり妥当であるか。

	9
	地域福祉の推進
	・地域福祉の推進に寄与する方針や具体的な取り組みについて検討しているか。

	10
	医療・福祉との連携
	・周辺の医療機関や福祉施設等との連携は確保されているか。

・医療依存度の高い利用者等への対応策は具体的であり適切であるか。

	11
	障がい者の権利擁護
	・虐待防止に向けた取り組みは十分であるか。

	12
	個人情報保護
	・個人情報の保護及び秘密の保持への配慮は十分であるか。

	13
	防災対策
	・地震等による大規模災害や台風等による風水害、または火災等の被害に係る対応策はマニュアルを作成しているなど具体的方策があり適切であるか。

	14
	危機管理
	・防犯対策や食中毒・感染症への予防策はマニュアルを作成しているなど具体的方策があり適切であるか。

	Ⅳ　面接審査（プレゼンテーション）

	15
	プレゼンテーション・質疑応答
	・第７期計画等及び整備方針を理解した説明ができているか。
・提案の主旨を分かりやすく、簡潔に説明できているか。
・提案する事業の把握・理解ができているか。

	16
	事業実施意欲
	・事業への取り組み意欲は旺盛か。


（4） 審査結果

1  審査結果については、すべての申請者に対して文書通知します。（電話等の問い合わせには応じません。）

2  審査の結果、選考基準に満たない等の理由により、本事業の目的が達成できないと判断した場合には、事業候補者として優先順位を決定しない場合があります。

（5） 選考の取消し

次の行為を行った場合は、優先順位が決定された場合であっても、審査結果を取消します。

1  審査委員会の委員に対し、直接、間接を問わず連絡を求め、又は接触した場合

2  審査後、申請書類に虚偽の記載や本要項に関する重大な違反行為等が判明した場合

（6） 選考スケジュール（予定）
　　令和７年１１月下旬から１２月上旬　書類審査及び面接審査（プレゼンテーション）
令和７年１２月中旬から１２月下旬　選考結果通知

9． その他留意事項
（1） 市の予算の範囲内で、優先順位の高い事業候補者について、国庫補助協議を行います。国
庫補助協議において不採択となった場合、補助金は交付されません。また、翌年度以降に再協議を希望する場合は、事前相談から協議の手続きを行ってください。審査結果の持ち越しや加点等はありません。（優先順位に関わらず財政状況等により、補助金の交付が受けられない可能性が十分にありますので、あらかじめご了承ください。）　

（2） 開設日までに、施設整備に係る事業指定を受ける必要があります。なお、本選考により、

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく指定を保証するものではありません。また、土地建物関係の法令上の制限解除についても保証するものではありません。

（3） 指定に係る基準等を満たせず事業実施が見込めない場合や、申請内容と実際の実施計画が

著しく変更された場合には、選考結果を取消す場合があります。

（4） 事業候補者として選考された後に辞退することは、市の行政計画全体に大きな支障をきた

すことになるため、その影響を十分に認識した上で、確実に事業が実施できる見込みをもっ

て申請してください。

（５）本市の財政状況に鑑み、優先順位の低い事業から協議の打ち切りや選考の取消し等を行うことがあります。
八尾市障がい者福祉施設整備費等補助事業　


事業候補者選考要項


（令和７年度選考分）








■事業種別


療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、短期入所、共同生活援助、児童発達支援、放課後等デイサービス








八尾市障がい者福祉施設整備費等補助事業協議書（令和７年度選考分）　事業者名（法人名）











八尾市障がい者福祉施設整備費等補助事業協議書


（令和７年度選考分）
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